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近年の我が国の経済動向については、経済財政政策の推進により緩やかな回復基

調が継続しており、成長と分配の好循環は着実に回りつつあります。政府は、今後

の経済財政運営に当たっては、「経済再生なくして財政健全化なし」を基本に６００

兆円経済と財政健全化目標の双方の実現を目指すとされ、持続的な成長戦略の実現

に向けて潜在成長率を引き上げるため、一人ひとりの人材の質を高める「人づくり

革命」と、成長戦略の核となる「生産性革命」に最優先で取り組むこととしていま

す。また、本年１０月には消費税率の引上げが予定され、引上げ前後の需要変動を

平準化するため臨時・特例の措置を講ずることとされています。 

２０２５年の国・地方を合わせた基礎的財政収支の黒字化を目指す中で、平成３

１年度予算は、「新経済・財政再生計画」に位置付けられた、社会保障改革を軸とす

る基盤強化期間の初年度となる予算です。平成３１年度地方財政対策においては、

一般財源総額が前年度の水準を上回る６２．７兆円が確保されました。 

こうした情勢の中で、県内市町村では、突如として熊本を襲った平成２８年熊本

地震から、まもなく３年が経過しようとしています。２度にわたる震度７の揺れと

その後の余震は、多くのかけがえのない命と人々の生活基盤を奪うとともに、公共

土木施設や農林水産業施設等を破壊し、熊本県内外で大きな爪痕を残しました。そ

の後の膨大な復旧・復興事業に取り組むことで、被災市町村が財政的に著しいダメ

ージを受けるのではないかと危惧されたことから、チーム熊本として国に対して負

担の最小化を求めてきました。その結果、国の手厚い財政支援措置が講じられ、被

災市町村では中期的な財政を見通したうえで、着実な事業の履行の道筋が立ったと

受け止めています。 

その一方で、人口減少、公共施設の老朽化、防災・減災対策、公営企業改革等、

市町村を取り巻く問題は山積しています。熊本地震からの１日も早い復旧・復興、

さらには様々な課題を乗り越えていくため、住民に最も身近な存在である市町村は、

住民の皆様はもとより、企業・民間団体等とも総力を結集して取り組んでいかなく

てはなりません。県市町村課は、「市町村に頼りにされる市町村課」であるべく、引

き続き、市町村が安心感をもって着実に取り組むことが出来るよう、丁寧に支援し

ともに歩みを進めていく所存です。 

「平成２９年度市町村財政の概要」は、県内４５市町村の普通会計と公営企業会

計の決算を中心に、市町村税、地方交付税、公共施設の状況、職員数及び給与等の

市町村財政に関する主要な数値を取りまとめたものです。 

本書が、市町村の財政状況の参考資料として広く活用され、今後の復興に向けた

行財政運営の一助になれば幸いです。 
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